
枝番号

コード
昨年度
枝番号

コード

41 分野 6
政策
番号 21

施策
番号 79

事業
コード 1

(1)

(2)

（3）

活動指標名（式）

(1) (1)

(2) (2)

時間

数

回

千円

（内）投資的経費等　 　⑥ 千円

　　（内）委託費　　　　　⑦ 千円

人 32.54 23.00 24.65 22.00 24.17 25.00

 常勤職員分(超勤分含む)  ⑨ 千円

　　　非常勤職員分 　　⑩ 千円

千円

円

　　受益者負担分　  　 ⑬ 千円

  国・都等からの支出金⑭千円

特定財源計⑬+⑭        　⑮ 千円

差引：一般財源⑪-⑮　⑯ 千円

％

単位

式

式

式

式

226,500

0

1,363,921

0

0

10

電子計算機及び関連機器を活用して、事務事業の効率的執行
を確保する。

杉並区電子計算組織管理運営要綱

杉並区個人情報保護条例

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

根拠法令等

地域と行政の情報化 79

電子計算組織維持管理

指
標

成果指標名（式）　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

電子計算機総使用時間 端末装置の使用状況

電子計算組織システム数

事
務
事
業
の
概
要

　　　　　成果指標（1）　　　　　③ 40,242,794

31,231

70,524

1 91,034

0.0

1,137,421

439,525

183,931

1 688,782

30

0

1,363,921

32 32

事業費（千円）

32

規模

1,284,482

1,145,147

1,000

0

目標値

62,61057,612

22年度

19年度
計画

単位
16年度
実績

18年度

計画 実績計画 実績

17年度

40,209,704 40,225,223

487,636

1,339,744

0

199,320

0

388,297

00

223,329

424,588

0

1,339,7441,435,403

0

0.0

1,368,476

347,909

0

218,980

0.0

0

0

102

0.0 0.0

18年度の主な取組み

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0

331,088

0

23,752

1,368,476

0 00

1,284,482

20,516

1,414,552

0

1,435,403

人
件
費

208,380

25,853

296,114

0

0

整理番号

杉並区電子計算組織の管理運用に関する規則

昨年度
整理番号

000700 連絡先
電話番号

No

目標値に対
する18年度
の達成率％

1,140,424 特記事項
（指標、事業費等の
  変化の理由など）

1,065,502

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

　　　　　成果指標（2）　　　　　④

　　　　　活動指標（1）　　　　　① 54,715

　　　　　活動指標（2）　　　　　② 32 32

区分

対象

係名

予算事業名 02100

平成19年度　杉並区事務事業評価表

上位施策名

事業開始年度 年度

1703政策経営部　情報システム課

評価対象事務事業名

電子計算組織運営

担当部課名

7

単位あたりコスト(⑪-⑥)÷① 　⑫

　職員数 (常勤｜非常勤)　 　⑧

　　　　　　事業費　　　　　　　　⑤

　 受益者負担比率⑬÷⑪　　⑰

財
源

　　総事業費⑤+⑨+⑩         ⑪

1,118,438

1

1

杉並区が実施する各種事務事業を効率的に行うため、
電子計算機及び関連機器の有効活用を図るとともに、
それらの機器の維持管理を行う。

その他

内　　　容

電子計算機及び関連機器借料

電子計算機及び関連機器保守委託

情報システム管理運用開発

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

杉並区が所有する電子計算機及び関連機器

事業の種類

入力データ処理業務委託

1,227,023

1,414,552

0.0

0

0

個人 世帯 団体 その他

実施計画事業

新規 一部新規

臨時・単年度 内部管理

昭和 平成 実施計画事業

行革計画事業 協働計画事業



平成19年度　杉並区事務事業評価表 整理
番号 7 枝番号  

成果： コスト：

（1）20年度予算見積の方向性

活動指標（2）の
18年度達成率％

100.0 18年度予算
執行率％

（1）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

ITを活用したサービス向上に寄与するため、CS（顧客満足）、EUC（ITの操作環境）、TCO（総コスト）の観点からのITシステ
ムの標準化、重複投資の回避や業務のBPR（業務の見直し）といった経営の効率化を進めることにより、電子計算組織運用
の全体最適化を図る。

今
後
の
事
業
の
あ
り
方

（
中
長
期

）

（2）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

電子区役所構築に向けた職員の意識改革、情報システムの適正化や統合化、開発手法の見直し、セキュリティマネジメン
ト等が全庁的に浸透し、運用されていくことが改革の重要な要素になる。

事
業
の
あ
り
方
点
検

　 ②成果向上のための方策 理由または具体的内容：
業務の電算処理化だけではなく、各課が運用している個別システムの
情報システム部門への統合や共通基盤化を進める。

協働等による成果と課題
平成１５年度からシステム開発・運用業務の委託（アウトソーシング）を
実施している。委託業者の知識を高度に活用し、業務主管課に対して
より高品質なサービスを提供するという当初の目的が達成できたかどう
か評価し、今後のシステム開発・運用業務の委託については再検討す
る必要がある。

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

(2)協働等の相手

(3)協働等の形態

 協働等の今後のあり方：

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか 理由または具体的内容：

IT（通信情報技術）の急速な発達と普及により、事務執行にはよりスピードや効率化が求められている。
これに伴って電算処理の形態も、大型電算機によるものに加え、パソコン、オープン系システムなど小
型で機動性の高いシステム導入も進み、全庁的な運用環境の構築に民間リソースの活用も重要にな
る

（1）施策への貢献度は大きいか 理由：
杉並区の事務事業を実施するうえで、電算機は必要不可欠なものであ
り、事務事業を効率的に実施するために有効活用している。

システム開発・運用業務の委託（アウトソーシング）実績から委託内容の見直しを実施した。

事
業
環
境
の
変
化

93.4

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

事業に対する住民の意見
（事業に対する期待
・要望・苦情など)

前年度の改革案の取り組み状況
（19年度予算を削減または増額してい
る場合、関連する新規事業がある場
合にはその概要も明記）

当初は、電子計算機による大規模、大量一括処理が電算処理の主流であったが、ネットワー
ク化の拡大やパソコンの普及に伴い、電算処理形態はオープン系システムによる事務処理の
個別化が進んでいる。

理由または具体的内容：
区の情報システムの運用管理を実施する事業のため。

（4）コストを下げる余地はあるか 理由または具体的内容：
システムそのものの合理化（整理・統合）や一体的運用を図る。

18年度予算執行状況
（節減努力・未達理由等）

活動指標（1）の
18年度達成率％

#DIV/0!

（3）受益者負担の見直し余地は

2
0
年
度
方
針

（2）理　由

運用に際して、ダウンサイジング、ライトサイジング等機器の変更時にコスト減を図っていく。

貢献度　大（理由→）

できる（②へ↓）

ない（理由→）

ある [手段・方法の変更] （具体的内容→）

手段・方法の変更（具体的内容→）

一部実現している（②へ↓）

企業・個人事業者（③へ↓）

委託 [業務量の50%未満に相当] （具体的内容→）

増 現状維持 減

実施継続 推進 行政直轄

増 現状維持 減

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし



枝番号

コード
昨年度
枝番号

コード

12 分野 6
政策
番号 21

施策
番号 79

事業
コード 1

(1)

(2)

（3）

活動指標名（式）

(1) (1)

(2) (2)

本

台

人

個

千円

（内）投資的経費等　 　⑥ 千円

　　（内）委託費　　　　　⑦ 千円

人 7.84 10.00 11.72 11.00 12.97 11.00

 常勤職員分(超勤分含む)  ⑨ 千円

　　　非常勤職員分 　　⑩ 千円

千円

円

　　受益者負担分　  　 ⑬ 千円

  国・都等からの支出金⑭千円

特定財源計⑬+⑭        　⑮ 千円

差引：一般財源⑪-⑮　⑯ 千円

％

単位

活動指標及び成果指
標については、各年度
までの累計数値であ
る。

99,660

0

1,520,766

7,598,130

11

可用性・機密性・完全性を高度に保証したネットワークを整備・運用し、
また職員一人に一台設置したパソコンを適時に入れ替えることにより利
用環境の最適化を図り、職員個人の職務遂行能力・生産性向上を図る
こと。

杉並区個人情報保護条例

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

根拠法令等

地域と行政の情報化 79

ネットワーク運用（行政情報化用ネットワーク構築・パソコン設置）

指
標

成果指標名（式）　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

ネットワークインフラの整備 パソコンを一人一台環境で使用できる人数

パソコンの設置台数 グループウェア操作が可能になった職員及び部課数（ID数）

事
務
事
業
の
概
要

　　　　　成果指標（1）　　　　　③ 2,442 2,592

24,511

541,294

0.0

1,421,106

1,140

988,961

55,251

533,787

200

2,660

2,660

4,750

0

1,520,766

2,592 2,630

事業費（千円）

2,660

規模

1,272,351

662,034

15,000

目標値

200234 200

22年度

19年度
計画

200

単位
16年度
実績

18年度

計画 実績計画 実績

17年度

2,592

4,750

2,660

4,750

608,121

1,362,568

99,660

0

762,043

00

106,183

338,718

0

1,362,5681,040,573

0

0.0

768,217

764,616

19,464

0

117,508

0.0

0

0.0 0.0

18年度の主な取組み

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

357,479

0

3,841,085

768,217 1,272,351

6,737,840 6,264,435

773,216 1,040,573

人
件
費

90,600

3,613,159

71,344

0

整理番号

杉並区電子計算組織の管理運用に関する規則

昨年度
整理番号

000700 連絡先
電話番号

No

2,630

目標値に対
する18年度
の達成率％

1,262,908 特記事項
（指標、事業費等の
  変化の理由など）

4,750

1,154,843

4,750

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

　　　　　成果指標（2）　　　　　④ 4,750

　　　　　活動指標（1）　　　　　① 214

　　　　　活動指標（2）　　　　　② 2,442 2,592

区分

対象

係名 運用担当

予算事業名 02300

平成19年度　杉並区事務事業評価表

上位施策名

事業開始年度 年度

1708政策経営部　情報システム課

評価対象事務事業名

行政情報化の整備

担当部課名

8

単位あたりコスト(⑪-⑥)÷① 　⑫

　職員数 (常勤｜非常勤)　 　⑧

　　　　　　事業費　　　　　　　　⑤

　 受益者負担比率⑬÷⑪　　⑰

財
源

　　総事業費⑤+⑨+⑩         ⑪

701,872

行政内部情報の共有化、意思決定の迅速化、業務の効率化、紙
資源等の節約等を目的として内部ネットワーク・インターネットパソ
コン利用環境を整備し、安定稼動を図ると共に、手段となるパソコ
ンを設置することで、行政情報化の基盤整備を行う。

その他

内　　　容

システム開発

ネットワーク維持

セキュリティ対策

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

区職員

事業の種類

949,973

773,216

0.0

4,446,893

0

個人 世帯 団体 その他

実施計画事業

新規 一部新規

臨時・単年度 内部管理

昭和 平成 実施計画事業

行革計画事業 協働計画事業



平成19年度　杉並区事務事業評価表 整理
番号 8 枝番号  

成果： コスト：

（1）20年度予算見積の方向性

活動指標（2）の
18年度達成率％

101.1 18年度予算
執行率％

（1）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

情報化アクションプランに基づく各種システム改正に合わせたネットワーク及びネットワーク機器の整備を行い情報の高度
活用を推進する。

今
後
の
事
業
の
あ
り
方

（
中
長
期

）

（2）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

情報化アクションプランに基づく各種システムが開発され、利用の範囲が増加するに従い、ネットワークの障害が区の事業
継続に与える影響も増大していくことになる。よってオープン系ネットワークを冗長化し、耐障害性を高めることは必須であ
る。さらに現在稼動中の基幹ネットワーク機器の経年劣化による障害発生に対応するため、入れ替えを実施することも必要
である。

事
業
の
あ
り
方
点
検

　 ②成果向上のための方策 理由または具体的内容：

協働等による成果と課題
現在の協働等形態を維持していくと共に、サービスレベルアグリーメン
ト（SLA)に基づく保守内容の明確化や費用対効果の見直しを図ってい
く。また委託についての得失を品質や費用対効果、人材育成等の観
点から検討していく必要がある。

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

(2)協働等の相手

(3)協働等の形態

 協働等の今後のあり方：

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか 理由または具体的内容：
職員が通常利用するネットワーク環境は整備されてきているが、可用性の観点
から見るとネットワークの冗長化及び今後のシステム開発に伴うネットワーク機
器の整備等環境が全て整備されている状況ではないため。

今後、庶務事務システム全面稼動、財務会計システム・地理情報システム等行政情報化の柱となるシス
テムが導入されるため、オープン系ネットワークについては可用性の観点から冗長化、及び障害時の迅
速な復旧が必須。またオープン系ネットワークについては、庁内赤外線ＬＡＮからの移行を検討しネット
ワークの再構築について本格的に準備を進めていくことが重要となる。

（1）施策への貢献度は大きいか 理由：グループウェアの導入から全庁的なネットワーク利用による情報共有は
確実に進んでおり、パソコン設置に対する要望も耐えない。また統合内部情報
システムの導入に伴い、安定したネットワークの重要性が確実に増しているた
め

インフラ整備はほぼ完了し、安定したネットワーク運用に努めた。

事
業
環
境
の
変
化

91.4

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

事業に対する住民の意見
（事業に対する期待
・要望・苦情など)

前年度の改革案の取り組み状況
（19年度予算を削減または増額してい
る場合、関連する新規事業がある場
合にはその概要も明記）

行政情報化を進めるためネットワーク環境の整備及びパソコンの設置、インフラ整備・運用を
積極的に行っている。さらに15年度からネットワーク通信の暗号化、データ持ち出し制御・管
理、サーバ室監視カメラ・入退室装置の導入などセキュリティ面の対策も講じている。

理由または具体的内容：
区内部の仕組みを構築する事業であるため。

（4）コストを下げる余地はあるか 理由または具体的内容：
上記のとおり安定したネットワークの重要性が確実に増している背景か
ら、現段階ではさらなるインフラ整備や保守体制の増強が必要なため。

18年度予算執行状況
（節減努力・未達理由等）

活動指標（1）の
18年度達成率％

100.0

（3）受益者負担の見直し余地は

2
0
年
度
方
針

（2）理　由

オープン系ネットワークの冗長化は19年度統合内部情報システムの各システムが開発、利用されていく中で予算見積要求
内容の精査を行い、20年度以降要求を行なっていく。ネットワーク機器の経年劣化への対応、及びその他ネットワーク障害
原因となる要素、本庁舎ネットワーク無線化等高度活用について、ネットワーク保守業者と検討を重ねていく。

貢献度　大（理由→）

できない（理由→）

ない（理由→）

ない（理由→）

一部実現している（②へ↓）

企業・個人事業者（③へ↓）

委託 [業務量の50%以上に相当] （具体的内容→）

増 現状維持 減

実施継続 推進 行政直轄

増 現状維持 減

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし




